


























226　　早法 93 巻 1 号（2017）
αを平成15年 2 月 5 日に、船舶β（以下、両船舶をまとめて「本件各船舶」という）
を平成17年 3 月 5 日に、A 社と共同建造して、共有し（船舶α及びβいずれの持分
につき、それぞれ A 持分10／100、X 持分90／100）、各船舶を A 社に使用させ、船
舶使用料を徴収していた。なお、本件各船舶は A 社事務所所在地である広島県
江田島市の三高港と広島市南区の広島港（宇品港）の間を結ぶ航路を往復してい
たカーフェリーであり、本件各船舶の上記航路は、船舶安全法施行規則 1 条 6 項
に規定する平水区域に位置していた。また、本件各船舶の船舶検査証書（船舶安
全法 9 条 1 項）並びに A 社が中国運輸局長に提出した一括届出許可申請書及び船
員名簿においても、本件船舶の航行区域は「平水区域」と定められていた。
　Y らは、A 社に雇用され、本件各船舶に乗り込んでいた船員であるが、平成
24年 3 月31日付けで全員解雇された。なお、A 社は、平成23年 3 月16日付けで、
対象期間を平成23年 4 月 1 日から平成25年 3 月31日までの 2 年間として、本件各
船舶につき、船員法施行規則22条に基づく一括届出の許可を受けていた。
　Y らは、平成24年 3 月29日、広島地方裁判所に対し、Y らが A 社に対して有
する退職金債権、平成21年度ないし平成23年度の未払賃金に係る債権並びに未消
化有給精算額及び未消化休日精算額にかかる債権を被担保債権として、商法842
条 7 号の船舶先取特権に基づき、X 持分を含む本件各船舶全体に対して船舶競売
の申し立てを行い、平成24年 4 月 2 日、広島地方裁判所は船舶競売開始決定（以
下「本件競売開始決定」という）をした。
　その後、平成24年 6 月 8 日、X 及び A 社破産管財人 B は、本件競売開始決定
に対し、船舶先取特権の不存在等を理由として執行異議の申立てを行ったため、
本件競売事件が停止された。X 及び B は、同月19日、広島地方裁判所に対して、




　Y らは、A 社破産管財人 B に対する、A 及び Y らが所属する労働組合（全日
本海員組合、以下「海員組合」という）との平成24年 2 月28日付け協定書に基づく





































　以上のとおりであり、Y らは、商法842条 7 号に規定する船舶先取特権を有し











　X は、退職金債権等を除く趣旨で、商法842条 7 号の『雇傭契約』は、明治23








































































て、［ 1 ］東京地判昭和48年 2 月23日判時713号124頁（商法690条（類推適用肯
定））、［ 2 ］東京高判平成 4 年12月10日判例自治108号10頁（船主責任制限法 2 条 1
項 1 号（否定））、［ 3 ］東京高判平成 7 年10月17日判タ907号269頁（船主責任制限












































































































































































































































































































































〔 4 〕商法847条 1 項との関係
　ところで、本判決では触れられていないが、前掲［ 1 ］判決のように、過去 1
年以内に雇止となった当該船舶への乗組みの限度で退職金債権が認められるとい
う点についても付言する。X はこの点、あくまで商法842条 7 号の「雇傭契約」
は「雇入契約」と解した上で、退職金債権は雇入契約により生じるものではない
ことから、全額被担保債権に含まれないと主張していることから、取り上げられ











































（ 1 ）　学説の紹介につき、田村諄之輔＝平出慶道編『現代法講義保険法・海商法（補訂第 2 版）』
〔平出慶道〕（青林書院、1996年）136頁〜137頁参照。










（ 4 ）　鈴木竹雄『商行為法・保険法・海商法（全訂第 2 版）』（弘文堂、1993年）110頁。
（ 5 ）　小島孝「内水船の法的地位」民事研修38号（1960年）14頁。
（ 6 ）　前掲註 5 ・小島14頁。
（ 7 ）　法文上、平水船は海商法上の船舶ではないとし、船舶登記の対象にはならないとするなら
ば（商法686条 1 項、令 2 条 1 号）、平水船について船舶登記に係る申請がなされた段階で、登
記官は、当該船舶が令 2 条 1 号にいう「船舶」にはあたらないことを理由に、登記申請を却下
しなければならないことになろう（令 1 条 2 号、35条 1 項、不動産登記法25条13号、不動産登
記令20条 1 号）。





とに鑑みれば（海交法第 2 章第 2 節に定める航路には平水区域が多く含まれている）、必ずし
も平水区域が安全であり、船員労働の危険性は小さいとはいえないのではないだろうか。











（12）　大判大正11年 9 月26日民集 1 巻549頁、大判昭和13年 9 月10日民集17巻1731頁参照。なお、
この点につき、松波港三郎「船舶衝突」『総合判例研究叢書　商法（ 1 ）』（有斐閣、1956年）64












を感じます。」と指摘されている（前掲註 8 ・審議会第 2 回会議議事録 3 頁）。
（16）　前掲註 8 ・審議会第 6 回参考資料17「平水区域の変遷」参照（available at http://www.
moj.go.jp/content/001127919.pdf （last access 5/14/2017））。
（17）　従前、海商法上の船舶概念に係る議論は、海上運送として規律すべきであるか、それとも
陸上運送として規律すべきであるか、という運送という側面からの議論であったように思われ
る（審議会における高橋玄関係官発言参照（前掲註 8 ・審議会第 6 回会議議事録29頁））。ま
た、審議会において藤田友敬幹事は「商法の海商に関する規定であっても、例えば船舶先取特
権の適用等については、先ほど言われたように別の概念で画する」可能性を指摘する（前掲註






































閣、1930年）220頁、222頁、前掲註 2 ・小町谷258頁、前掲註 2 ・加藤528頁、前掲註 3 ・竹井
367頁、前掲注 3 ・石井134頁、前掲註 2 ・森395頁、前掲註 2 ・戸田78頁、山野嘉朗編『現代











242　　早法 93 巻 1 号（2017）
（41）　「一括届出の許可に関する事務の取扱いについて」昭和42年 1 月12日員基第 3 号Ⅳ　許可
に附すべき附款 5 。
